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令和 7 年 1 月 24 日 

           

各実地演習実施機関 

指導鑑定士 各 位 

      

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 

実 務 修 習 運 営 委 員 会 

委員長  比留間 康昌 

（ 職 印 省 略 ） 

 

実地演習実施状況報告書の提出について 

 

謹啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申しあげます。 

平素は、実地演習の指導につきまして格別のご配慮をいただき厚く御礼申しあげます。 

さて、実地演習の実施に当たり、実地演習実施機関は、実務修習業務規程第 28 条の

規定に基づき、実務修習生に関する実地演習の実施状況について報告を行っていただく

こととなっております。 

つきましては、下記の要領に基づきご作成、ご報告くださいますようお願い申しあげ

ます。           

         敬 具 

記 

 

１．実地演習実施状況報告書の提出方法 

⑴ 提出方法 

① 郵送により、次の提出先にご送付ください。 

【 提出先 】 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-11-15 SVAXTT ビル 9F 

公益社団法人 日本不動産鑑定士協会連合会 実務修習担当課 宛 

② A4サイズ・両面印刷のうえ、修習生ごとに正 1部のみご提出ください（副本

の提出は必要ありません。複数ページの場合は、左上ホチキス留めとしてくださ

い）。 

⑵ 提出期限 

 1 年コース・2 年コース共に、修習生が 1 年を 3 期に分けて演習を行いますので、

それぞれのコースに沿った形で､年 3 回に分けて、実地演習実施状況報告書により

報告を行ってください。実地演習実施状況報告書については、各報告回の提出締切

日後 7日以内までにご提出くださいますようお願いいたします。 
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２．実地演習実施状況報告書の作成と記入の仕方 

実地演習実施状況報告書の作成に当たっては、報告書の記載例をよく確認のうえ作成

してください。報告書は、1 年に 3 回、修習生別に作成する必要があります。なお、物

件調査実地演習の報告は、それぞれのコースの初回報告時（第 1 回）にまとめて記入

（報告）ください。 

なお、実地演習実施状況報告書の題名下にある欄は、次の該当するものに○を１つ付

してください。 

・ 選択したコースの期間内に係る報告の場合 →「通常履修」 

・ 選択したコースを延長して行った再履修の場合 →「期間延長」 

・ 修了考査再受験のための再履修（二号再考査または三号再考査）の場合  

→「修了考査再受験」 

 

 以下、記入の仕方について説明します。 

⑴  右肩の「年月日」記入欄は、提出日をご記入ください。 

⑵  「実地演習実施機関名」は、鑑定業者名または大学名をご記入ください。 

⑶  「代表者氏名」は、業者代表者、実地演習実施機関代表者（鑑定評価に係る部

署の部門長等）又は指導鑑定士の氏名をご記入ください。 

⑷  代表者の「印」は、⑶の者に合わせて、業者代表者印、実施機関代表者印又は

指導鑑定士名印を押印してください（社判は共通印扱いとして可とします）。 

⑸  「修習生番号」は、修習生に確認のうえご記入ください。修習生が携帯してい

○　コース別報告回の区分の概要(一覧）

実務

修習

期間

※第５回・第６回報告は、第４回までに認定を受けられなかった類型の再履修期間となります。

実地演習の開始 2024年12月1日より実地演習開始（各コース共通）

実地演習 １年コース ２年コース

報告回 履修期間

１ 第１回報告
2024年12月1日～ 2024年12月1日～

2025年4月15日 2025年4月15日

年 第２回報告
 2025年4月16日～  2025年4月16日～

2025年7月31日 2025年7月31日

目 第３回報告
 2025年8月1日～  2025年8月1日～

2025年10月31日 2025年10月31日

目 第６回報告
2026年8月1日～

2026年10月31日（※）

２ 第４回報告
 2025年11月1日～

2026年4月15日

年 第５回報告
2026年4月16日～

2026年7月31日（※）
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る実務修習生証により確認できます。 

⑹  「実務修習期間コース」は、選択した期間（コース）をご記入ください。なお、

実務修習期間を延長した場合も当初申請の期間（コース）を記入します。 

⑺  「みなし履修の件数」欄は、みなし履修で認定された一般実地演習の件数をご

記入ください。非認定となった件数は数に算入しません。該当するものがないと

きは、「－」をご記入ください（みなし履修を申請され認定を受けた方は、認定さ

れた件数を記入することになります）。 

⑻  「演習実施期間」は、上記「コース別報告回の区分の概要（一覧）」のとおり、

原則 1 年を 3 回に分けた期間で該当する期間をご記入ください。 

⑼  細分化類型と「件数」の欄について 

 ① 複数の細分化類型の中から 1 類型を選択して報告する類型については、選択し

た類型の欄に件数をご記入ください。例えば、宅地見込地、農地、林地又は工業

地の中から工業地を選択して提出した場合は、工業地の欄に件数をご記入くださ

い。 

 ② 件数欄の「当期」欄は当期の件数を記入し、「累計」欄は認定を受けた件数と

今回報告した件数の合計の件数を記入します。 

⑽  「物件調査実地演習」欄は、履修報告した後、「提出」に毎回○を付してくださ

い。みなし履修で認定された場合も毎回○を付してください。 

なお、物件調査実地演習のみを提出する場合は、実地演習実施状況報告書の提出

は不要です。 

⑾  「修習生に対して指導を行った日」は、修習生は止むを得ない事情がある場合

を除き、1 年コースでは最低 1 週間に 1 日以上、2 年コースでは最低 2 週間に 1

日以上、指導鑑定士の直接指導を受けなければならないこととなっていますので

必ずご記入をお願いします。なお、指導日が連続する場合は、記載例のとおりに

ご記入ください。 

  また、該当報告期間内の指導日についてのみ記入してください。 

⑿  №2 の用紙は、当期に提出する細分化類型ごとの「対象物件選定理由」、「指導

上の留意点」、「同一題材の再使用制限の確認」及び「指導日」をご記入ください。 

⒀  「同一題材の再使用制限の確認」欄は、同一題材の再使用制限に該当しないこ

とを指導鑑定士に確認のうえ、□にチェックを入れてください。詳細は「受講の

手引」のⅢ-1.実地演習‐4.一般実地演習‐⑹②をご参照ください。 

  なお、同一題材の再使用制限の対象となる細分化類型（下記の⒁参照）以外の場

合は、記載例（後掲）のように本文に取り消し線を引いてください。 

⒁ 同一題材の再使用制限の対象となる細分化類型は、更地（住宅地、商業地、工業

地及び大規模画地）、自用の建物及びその敷地（低層住宅）並びに貸家及びその敷

地（居住用賃貸及びオフィス用賃貸）です。 
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⒂ 令和 5 年 11 月 2 日通知の「実地演習の実施方法の特例措置」における通信指導を

行った場合、「実地演習実施状況報告書」№1 の「修習生に指導を行った日」欄に

おいて、当該日付の前に「○」印を付け、「○1 月 20 日」のように記入してくださ

い。 

 

 

４．実地演習実施状況報告書の様式について 

本報告書様式は、本会ホームページ※1の「実地演習実施機関の実地演習実施状況報告

書の提出について」に掲載していますので、ダウンロードしてご使用ください。 

 

※1 「実務修習のご案内」→「実地演習実施機関及び指導鑑定士へのご案内」 

→「実地演習実施機関の実地演習実施状況報告書の提出について」 

 

５．その他 

 ⑴ 実地演習の指導において事例資料を活用される場合は、本会ホームページ※2 の

令和5年11月1日付通知「実務修習における安全管理措置に関するガイドライン」

を併せてご参照ください。 

 

※2 「実務修習のご案内」→「安全管理措置」→「実務修習における安全管理措置

の徹底について」 

 

⑵ 実務修習の中心的な役割である指導鑑定士のあり方や実地演習に関する項目な

どを体系的に整理して一元化した「指導鑑定士ハンドブック Q&A」を本会ホーム

ページ※3に掲載しています。実務修習生への指導の一助となることを目的としてい

ますので適宜ご活用ください。 

 

※3 「実務修習のご案内」→「実地演習実施機関及び指導者等に関するご案内」

→「指導鑑定士ハンドブック Q＆A の公表について」 

 

以 上  
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様式１２（規程第28条、細則第16条第二十一号関係） №1

    　       (　通常履修　･　期間延長　・　修了考査再受験　）

  公益社団法人　日本不動産鑑定士協会連合会  御中

印

件

～

当期 累計 当期 累計

底地

20200110版

　　月　　日　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

小　　計（１） 小　　計（２）

物件調査実地演習 提出　・　未提出 合　計　　（１）＋（２）

修習生に指導を行った日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

9 自用の
建物及
びその
敷地

低層住宅 19
家賃

新規家賃

10 業務用ビル 20 継続家賃

5 底　地 15
借地権
付建物

住宅地

6

見込
地等

宅地見込地 16 商業地

7 農地 17
地代

新規地代

8 林地 18 継続地代

1

更地

住宅地 11 貸家及
びその
敷地

居住用賃貸

2 商業地 12 オフィス用賃貸

3 工業地 13 区分所有
建物及び
その敷地

マンション

4 大規模画地 14 事務所･店舗

実務修習期間コース 年コース　 みなし履修の件数

演習実施期間 年　　月　　日 年　　月　　日

実地演習
報告書番号

類
型
等

細分化類型
件　　数 実地演習

報告書番号

類
型
等

細分化類型
件　　数

令和　　年　　月　　日

実地演習実施状況報告書

　実地演習を次のとおり実施しましたので、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会実務修習業務規
程第２８条の規定に基づき報告いたします。

実地演習実施機関名

代　表　者　氏　名

修習生氏名 修習生番号 　　－　　－　  　　　
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№2

※　同一題材の再使用制限の対象となる細分化類型は、更地（住宅地、商業地、工業地及び大規模画地）、
　自用の建物及びその敷地（低層住宅）並びに貸家及びその敷地（居住用賃貸及びオフィス用賃貸）です。
20200110版

　　月　　日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の留
意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。

　　月　　日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の留
意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。

　　月　　日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の留
意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。

　　月　　日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の留
意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。

　　月　　日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の留
意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。

同一題材の
再使用制限

の確認

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

細分化類型 記載欄

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の
留意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関に
おいて、過去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一で
はありません。
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○ 実地演習実施状況報告書（記載例） 

  

№1

  公益社団法人　日本不動産鑑定士協会連合会  御中

印

件

～

当期 累計 当期 累計

1 1 1

1 1 1

1

底地 1

1 1

1 1

1 1

2 6 3 3

5 9

令和　　年　　月　　日

実地演習実施状況報告書

　実地演習を次のとおり実施しましたので、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会実務修習業務規
程第２８条の規定に基づき報告いたします。

実地演習実施機関名 業者名又は大学名を記入

代　表　者　氏　名 鑑定　太郎

修習生氏名 　　　　　　　　　　鑑定　司郎 修習生番号 ○－1－0010

実務修習期間コース 1 年コース　 みなし履修の件数 該当数字又は－

演習実施期間 令和△年4月1日 令和▲年7月31日

実地演習
報告書番号

類
型
等

細分化類型等
件　　数 実地演習

報告書番号

類
型
等

細分化類型等
件　　数

1

更地

住宅地 11 貸家及
びその
敷地

居住用賃貸

2 商業地 12 オフィス用賃貸

3 工業地 13 区分所有
建物及び
その敷地

マンション

4 大規模画地 14 事務所･店舗

5 底　地 15
借地権
付建物

住宅地

6

見込
地等

宅地見込地 16 商業地

7 農地 17
地代

新規地代

8 林地 18 継続地代

9 自用の
建物及
びその
敷地

低層住宅 19
家賃

新規家賃

10 業務用ビル 20 継続家賃

　４月　 ２日　　 ４月 　９日 ４月１６日 ４月２３日 ○４月３０日 ○５月　７日 ５月１４日

小　　計（１） 小　　計（２）

物件調査実地演習 提出　・　未提出 合　計　　（１）＋（２）

修習生に指導を行った日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

７月 　２日

７月　 ９日 ７月１６日 ～７月２１日 ７月２５日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日
５月２１日 ５月２８日 ６月　４日 ６月１１日 ６月１８日 ６月２５日

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日

7月16日 ～7月21日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

業者代表者、実地演習実施機関代表者
（部課長等）又は指導鑑定士の氏名を記入

業者代表者印・社判

実施機関代表者印
若しくは指導鑑定士名印

を押印

みなし履修の場合は、

認定された一般実地

演習の件数（物件調査
実地演習の件数は含ま

ない ）を毎回記入 
みなし履修を行わない

場合は、 － を毎回
記入します。

修習生証で

確認し記入

修習生は、1年コースでは1週間に1日以上、2年コースでは2週間に1日以上、指導鑑定士の直接
指導を受けなければならないため、必ず記入してください。

当期の合計件数と
累計の件数をそれ

ぞれ分けて記入。
毎回○を付してください。

指導日が連続する場合は、次のような記載の仕方にしてくださ

い。

※ 演習実施期間は、原則1年を3回に分けた期間で該当する期間を記入します。

なお、実務修習期間を延長した場合の1回目の報告は、12月から演習実施期間となり、2年コースでは、10月締切の報告を行った後は、11月か

ら翌年3月までが報告期間となる場合があります。

当初申請の

修習期間を
記入

下欄の※参照のこと。

※ 複数類型から１類型を選択して報告する類

型については、選択した類型の欄に件数を記

入してください。
（宅地見込地、農地、林地又は工業地から工業
地を選択して提出した場合は工業地の欄に件
数を記入してください。）

累計の件数は、提出分と
認定された件数（みなし

履修を含む）を記載し、
非認定のものについては

記入しないでください。

鑑定

太郎

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大等
により、Webを利用し
指導した場合、○を記
入。
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№2

※　同一題材の再使用制限の対象となる細分化類型は、更地（住宅地、商業地、工業地及び大規模画地）、

　自用の建物及びその敷地（低層住宅）並びに貸家及びその敷地（居住用賃貸及びオフィス用賃貸）です。

４月１６日 　　月　　日 　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

細分化類型等 記載欄

低層住宅

対象物件
選定理由

同一需給圏内で標準的な規模、仕様と判定して選定した。

指導上の
留意点

公法規制、接道状況、物件の瑕疵の有無などについて特に慎重な確認を行った。手法の適用に当たっ

ては、対象不動産は角地であることから取引事例比較法の適用に当たり標準的な画地との格差につい

て市場性の観点から個別格差を検討した。また、収益還元法を適用すべきか否かにつき検討を行い、収

益還元法の適用を見合わせた理由について適切な説明を検討させた。

指導日
４月　２日 ４月　９日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

業務用ビル

対象物件
選定理由

～記載例省略～

指導上の
留意点

～記載例省略～

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

居住用賃貸

対象物件
選定理由

～記載例省略～

指導上の
留意点

～記載例省略～

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

オフィス用賃貸

対象物件
選定理由

建物の規模、階層、利用用途などが同一需給圏内で標準的な貸家と判定して選定した。

指導上の
留意点

対象不動産の賃貸条件を適切に確認するとともに賃料の水準や一時金の条件について周辺同種の物

件との優劣について検討を行った。さらに鑑定評価手法については建物の経済的残存耐用年数に留意

した適用を心がけた。さらに収益還元法の適用に当たっては総収益、総費用、還元利回り等の把握に当

たり、対象不動産個別の事情を反映させた。収益還元法の適用に当たっては、同一需給圏内における

賃貸不動産市場を踏まえた空室率の想定に特に留意している。

指導日
６月１１日 ６月１８日 ６月２５日 7月　2日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

借地権付建物（商業

地）

対象物件
選定理由

借地の契約条件、建物と敷地の適応性が標準的な物件と判定して選定した。

指導上の
留意点

借地契約の内容確認と契約内容を踏まえた手法の適用に留意した。また、建物と敷地の適応の状態についても手

順の各段階で特に留意をしている。対象不動産は借地契約締結時点が古く、借地権設定一時金の授受がなされて

いないことを勘案して賃料差額還元法を慎重に適用させた。割合法については、標準的な借地権割合の把握はもと

より、一時金支払の経緯や堅固、非堅固の別などの個別的要因を反映した割合の査定を行っている。

指導日
7月　９日 ７月１６日 ～７月２１日 ７月２５日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

　　月　　日

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

選択してください

対象物件
選定理由

指導上の
留意点

指導日
　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

同一題材の
再使用制限

の確認

当演習において題材として用いた不動産は、自身が所属する実地演習実施機関において、過

去3年以内の実地演習において題材として用いられた不動産と同一ではありません。

当期に演習する類型数が６件を超える場合は、
適宜このシートを増やして提出してください。

対象不動産の個別性を反映した、
より具体的な記載をしてください。
たとえば対象不動産が角地である
場合において、手法の適用上、ど
のような点に留意したかなど。

対象不動産の用途、経済的残存耐用
年数、市場環境などを適切に踏まえ
た評価手法の適用がなされているか
について留意してください。

借地契約の個別性を踏まえた指導の内
容について記載してください。また、
建物と敷地、借地契約の関係について
の個別的要因をどのように指導上留意
したかについても記述してください。

同一題材の再使用制限に該当しな

いことを確認のうえ、□にチェッ

クを入れてください。（詳細は、

Ⅲ‐1．4．⑹②参照のこと）

同一題材の再使用制限の対象とな

る細分化類型（枠外下※）以外の

場合は、本文に取り消し線を引い

てください。
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※１ 6、7又は8からいずれか１件を選択して演習を行う。
ただし、課題の設定が著しく困難な場合には、「宅地見込地・農地・林地」の

　代替として、「3．工業地」への代替が可能。

※２ 13もしくは14のうち、どちらか１件を選択して演習を行う。

※３ 15もしくは16のうち、どちらか１件を選択して演習を行う。

※４ 17もしくは18のうち、どちらか１件を選択して演習を行う。

※５ 上記※４で「17．新規地代」を選択した場合は「20．継続家賃」を選択し、「18．継続
地代」を選択した場合は、「19．新規家賃」を選択する必要がある。

合　　計 13件

１件 ※５ 第３回 第４回
20 継続家賃

１件 ※４ 第３回 第４回
18 継続地代

16 商業地

４．賃　　料

地代
17 新規地代

家賃
19 新規家賃

第４回
14 事務所・店舗ビル

借地権付建物
15 住宅地

１件 ※３ 第２回 第４回

区分所有建物
及びその敷地

13 マンション
１件 ※２ 第３回

１件 第２回 第３回

12 オフィス用賃貸 １件 第２回 第３回

１件 第２回 第２回

10 業務用ビル １件 第２回 第３回

農地

8 林地

３．建物及び
その敷地

自用の建物
及びその敷地

9 低層住宅

貸家及び
その敷地

11 居住用賃貸

第２回

２．見込地等
宅地見込地・
農地・林地

6 宅地見込地

１件 ※１ 第１回 第２回7

底地 5 底地 １件 第１回

―

4 大規模画地 １件 第１回 第２回

商業地 １件 第１回 第１回

3 工業地 ― ※１ ―

2年

１．宅地
更地

1 住宅地 １件 第１回 第１回

2

○参考資料　一般実地演習の分類及び必須件数の内訳並びに提出回

分類
番号 細分化類型 件数 備考

コース（提出回）

種別 類型等 1年
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 ○
参
考
資
料
　
コ
ー
ス
別
・
提
出
時
期
別
の
細
分
化
類
型
等
一
覧

1
年
コ
ー
ス

2
年
コ
ー
ス ※
１

や
む

を
得

な
い

事
由

に
よ

り
「

宅
地

見
込

地
・

農
地

・
林

地
」

の
中

か
ら

の
課

題
の

選
択

が
著

し
く

困
難

な
場

合
は

、
代

替
と

し
て

、
「

更
地

・
工

業
地

」
を

選
択

す
る

こ
と

を
認

め
る

。

※
２

地
代

で
「

新
規

地
代

」
を

選
択

す
る

場
合

は
、

家
賃

で
「

継
続

家
賃

」
を

選
択

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

地
代

で
「

継
続

地
代

」
を

選
択

す
る

場
合

は
、

家
賃

で
「

新
規

家
賃

」
を

選
択

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

業
務
用
ビ
ル

居
住
用
賃

貸
オ
フ
ィ
ス
用

賃
貸

宅
地

見
込

地
・

農
地

・
林

地

物
件

調
査

実
地

演
習

1
年
目
1
2
月

第
1
回
報
告
（
1
年
目
4
月
1
5
日
）

第
2
回
報
告
（
1
年
目
7
月
）

物
件

調
査

実
地

演
習

商
業
地

継
続
地
代

事
務
所
・
店
舗
ビ
ル

住
宅
地

新
規
地
代

マ
ン
シ
ョ
ン

住
宅
地

商
業
地

大
規
模

画
地

底
地

低
層

住
宅

土
地

建
物

更
　

地
底

地

1
年
目
1
2
月

第
1
回
報
告

（
1
年
目
4
月
1
5
日
）

土
地

建
物

更
　

地
地

　
代

家
　

賃

住
宅
地

商
業
地

大
規
模

画
地

低
層

住
宅

業
務
用
ビ
ル

居
住
用
賃

貸

自
用

の
建

物
及

び
そ

の
敷

地

自
用

の
建

物
及

び
そ

の
敷

地

貸
家

及
び

そ
の

敷
地

区
分

所
有

建
物

及
び

そ
の

敷
地

借
地

権
付

建
物

更
地

オ
フ
ィ
ス
用

賃
貸

マ
ン
シ
ョ
ン

住
宅
地

新
規
地
代

新
規
家
賃

事
務
所
・
店
舗
ビ
ル

商
業
地

継
続
地
代

継
続
家
賃

１
件

選
択

１
件

選
択

（
※

２
）

１
件

選
択

（
※

２
）

１
件

選
択

（
※

１
）

第
3
回
報
告
（
1
年
目
1
0
月
）

一
般
実
地
演
習

１
件

選
択

第
2
回
報
告
（
1
年
目
7
月
）

宅
地

見
込

地
・

農
地

・
林

地
底

地

底
地

宅
地
見
込
地

農
　
地

林
　
地

（
工
業
地
）

宅
地
見
込
地

農
　
地

林
　
地

（
工
業
地
）

第
3
回
報
告
（
1
年
目
1
0
月
）

第
4
回
報
告
（
2
年
目
4
月
1
5
日
）

一
般
実
地
演
習

家
　

賃

新
規
地
代

継
続
家
賃

１
件

選
択

（
※

１
）

１
件

選
択

１
件

選
択

１
件

選
択

（
※

２
）

１
件

選
択

（
※

２
）

借
地

権
付

建
物

区
分

所
有

建
物

及
び

そ
の

敷
地

地
　

代
自

用
の

建
物

及
び

そ
の

敷
地

貸
家

及
び

そ
の

敷
地


